
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

青森県 十和田市青森県 十和田市青森県 十和田市青森県 十和田市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

66,734
688.60

29,313,717
28,588,877

566,564

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.44][0.44][0.44][0.44]

類似団体内順位

[ 107/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

0.360.360.360.36
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類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.44

十和田市の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [91.7%][91.7%][91.7%][91.7%]

類似団体内順位

[ 35/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.092.092.092.0
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

93.493.493.493.4
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[96969696,,,,096096096096円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 27/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,898116,898116,898116,898
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

112,747112,747112,747112,747
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給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [94.9][94.9][94.9][94.9]

類似団体内順位

[ 22/127 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.097.097.097.0
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

93.293.293.293.2
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[6666....85858585人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 26/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

7.757.757.757.75
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [15.5%][15.5%][15.5%][15.5%]

類似団体内順位

[ 81/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

12.312.312.312.3
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

17.217.217.217.2

(%)
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[554554554554,,,,049049049049円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 100/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

446,922446,922446,922446,922
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

562,491562,491562,491562,491

(円)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

十和田市十和田市十和田市十和田市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【【【【財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数】】】】
　　市税をはじめとする自主財源が少ないため、類似団体平均よりも0.21ポイント低くなっている。今後も歳入確保のため
　売却可能資産の整理や市民税における滞納繰越の徴収率向上対策を実施し（目標15％）、財政基盤の強化に努める。
【【【【経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率】】】】
　　類似団体の平均より1.8ポイント低い数値であるものの、前年度に比べて2.2ポイント上昇している。これは、①生活保
　護費等の増加により扶助費が1.1ポイント上昇している、②公営企業に対する繰出の増加により補助費等が1.2ポイント
　上昇していることが主な要因である。今後も社会情勢を鑑みると扶助費の上昇が予想され、また、新病院の開院に伴う
　補助費の増加が見込まれるが、人件費などの経常経費を縮減することにより、経常収支比率の低減に努める。
【【【【実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率】】】】
　　公債費のうち、普通交付税の基準財政需要額に算入される額が類似団体に比べて多く、実質公債費比率は下がる要
　因はあるが、類似団体と比較すると1.3ポイント上回っている。これは、臨時地方道整備事業事業債の元利償還（約11.5
　億円）や公営企業への繰出しのうち準元利償還金に相当する部分が多額（約9.4億円）であることが主な要因である。今
　後、公債費負担適正化計画等に基づき、実質公債費比率の適正化に努める。

【【【【人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高】】】】
　　　　　　　　平成14年度以降地方債残高はほぼ横ばいの状態であるものの、類似団体の平均より127,305円上回っている。今後、
　学校の耐震診断に伴う耐震化事業など緊急性を伴う事業があり新規発行が見込まれるが、他事業における地方債の発
　行の抑制などにより、地方債残高の減少に努める。
【【【【ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数】】】】
　　　　　　　　類似団体に比べると、2.4ポイント低い状況にある。給与制度は、基本的に国家公務員に準じており、今後も、給与水準
　の適正化に努める。
【【【【人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりのたりのたりのたりの職員数職員数職員数職員数】】】】
　　　　　　　　類似団体に比べると人口1,000人当たりの職員数は、1.38人少ない状況にある。普通会計では、平成16年度から平成
　19年度までで65人減になっているが、今後も事務事業の見直し等を通じて、適正な定員管理に努める。
【【【【人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりのたりのたりのたりの人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額】】】】
　　　　　　　　維持補修費に関しては類似団体平均を上回っているものの、人件費及び物件費が平均を下回っているため、人口１人
　当たりの人件費・物件費等決算額は、類似団体平均を下回っている。今後も適正な管理執行に努め、人件費、物件費等
　の抑制に努める。


